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要旨：超音波法を用いたコンクリートの応力推定に関する著者らの既往の研究では，コンクリートの材質に

起因した超音波速度の測定値の変動を低減させるために測線数を増やすことが重要と示唆された。実橋梁で

の測定では，測定面内に鉄筋が存在し，超音波が鉄筋を伝搬するため，これらの測線を除去した検討が必要

である。本研究では，無筋および 2 種類の配筋条件とした 3 水準の供試体に対してセンサ間距離を 150，300mm

として実験を行った。その結果，鉄筋が測定値に及ぼす影響は小さく，測線間隔 10mm，センサ間距離 300mm

として 2 方向の測線が重なる面積が最大となる測定が望ましいことが示された。 
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1. はじめに 

 我が国で供用されている道路橋のうち約 45%はプレス

トレストコンクリート（PC）橋であり 1)，それらの維持

管理の重要性が認識されている。既設ポストテンション

PC 橋の維持管理では，PC グラウトの充填状態および PC

鋼材の腐食状態や破断の有無を調査した後に，最終的に

コンクリートに導入されている残存プレストレス量に関

する調査が必要とされている 2)。これまで残存プレスト

レス量の評価手法として，スロットストレス法や鉄筋切

断法，コア切込み応力解放法など 2)が実用化されている。

しかし，これらの手法は，既設構造物に対して一部破壊

を伴うことから，完全非破壊によるコンクリートの応力

推定手法が望まれている。非破壊試験として，超音波法

3)による検討が実施されており，既設 PC 部材への適用事

例 4)が増えているものの，応力の絶対量評価には課題が

残されている。 

 ここで，筆者らも同様に超音波法によるコンクリート

の応力推定手法について検討してきた 5),6),7)。本手法では,

圧縮応力導入方向に伝搬するコンクリートの超音波速度

VS とその直角方向の超音波速度 VV に着目し，超音波速

度変化率 ΔV/VV=(VS-VV)/VVがコンクリートの圧縮応力と

相関することが示されている 5)。さらに，本手法を既設

PC 連続箱桁橋へ適用した結果，超音波速度変化率が計算

上の応力と相関し，さらにコア切込み応力開放法から得

られる応力の推定値とも相関することを報告している 8)。 

 一方，超音波速度測定において，コンクリートの不均

一かつ不均質な材料特性に起因する測定値の変動が応力

推定に影響を及ぼすことが課題であった。そこで，筆者

らは，測線数に着目し，複数測線の平均値を代表値とす

ることでコンクリートの材質由来の影響が低減されるこ

とを確認した 9)。しかし，コンクリートの材質特性の影

響を低減するために必要な測線の配置方法については明

らかとなっていない。本手法の実橋梁への適用を考慮す

ると，測定面内の鉄筋の存在，および鉄筋と測線の位置

関係を踏まえた測線の設定方法が必要と考えられる。 

 そこで，本研究では，既往の実験方法 9)を参考に，適

切な測線の設定方法について検討を行った。その後，無

筋コンクリート版供試体および 2 種類の配筋条件とした

版供試体の計 3 水準を用いた載荷実験を行い，鉄筋の存

在が圧縮応力と超音波速度変化率の関係に及ぼす影響に

ついて検討した。 

 

2. 実験概要 

2.1 供試体 

 コンクリートの配合を表－1に示す。供試体は，図－1

に示すように 400×400×100mm の版形状とし，無筋コン

クリート（P），D13 の鉄筋を 2 本埋設した鉄筋コンクリ

ート（RC2）および 4本埋設した鉄筋コンクリート（RC4）

の 3 種類をそれぞれ 1 体ずつ作製した。なお，供試体の

配筋は，PC グラウト充填不良に起因した維持管理の重要

性が高いとされる 2000 年以前に建設された PC 箱桁橋で

の，箱桁下床版上面における測定を模擬して鉄筋の間隔

を 200mm と設定した。RC2 および RC4 の鉄筋のかぶり

は載荷軸方向が43mm，載荷軸直角方向が30mmである。

また，コンクリートの締固め時には，粗骨材の局所的な

偏りを極力無くすため，棒状バイブレータを使用せず，

テーブルバイブレータを使用した。供試体は材齢 1 日で

脱型し，その後材齢 28 日まで水中養生を行った。その

後，40℃，60%R.H.環境にて 63 日間乾燥させた。これは，

既往の検討結果 7)より，コンクリートの含水状態が圧縮

応力と超音波速度変化率の関係に影響することが報告さ

れており，供用年数の長い PC 箱桁橋の桁内部での測定
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を考慮し，桁内部は乾燥環境にあることから決定した乾

燥期間である。また，φ100×200mm の円柱供試体も同様

の養生および乾燥環境に静置し，材齢 91 日での圧縮強

度は 58.4N/mm2，静弾性係数は 30.9kN/mm2であった。 

2.2 載荷方法および載荷試験時の最大圧縮応力 

 耐圧試験機を用いて 400×100mm の面に圧縮応力を作

用させた。なお，設備の制約上，載荷板は 320×120mm の

大きさであり，供試体載荷面よりやや小さい。また，載

荷板による供試体の変形を拘束しないように，載荷板と

供試体の間にテフロンシートを挿入した。なお，本実験

で作用させた最大圧縮応力は 12N/mm2 であり，圧縮強度

の 1/3 を超えない範囲とした。 

2.3 超音波法の測定概要 

 超音波測定では図－1 に示すように，載荷軸方向およ

び載荷軸直角方向において測線間隔を 10mm とし，それ

ぞれ 31 測線（センサ間距離 300mm）と 16 測線（センサ

間距離 150mm）を設けて型枠底面にて測定した。測定対

象となる P 波の伝搬経路はスネルの法則に従うことから

センサ間距離は，鉄筋直上の測線において超音波の P 波

が鉄筋を経由する可能性のある 300mm と鉄筋を経由し

ない 150mm に設定した。これは，コンクリートの超音波

速度を RC2 および RC4 の実測平均速度 4307m/s，鉄筋の

供試体埋設前の伝搬速度 5650m/s を用いた場合，かぶり

30mm，センサ間距離が 164mm 以上となると鉄筋を経由

すると試算されたことに基づくものである。なお，測定

時にはセンサとコンクリートの接着面にグリセリンペー

ストを塗布した。超音波入力は，圧縮応力が 4N/mm2 変

化する度にパルサーにてパルス波を AE センサ（60kHz

共振型）に作用させ行った。AE センサ（60kHz 共振型）

により検出した信号は，プリアンプにて 60dB 増幅後，

500kHz ローパスフィルタ処理を施し，サンプリング時間

間隔 0.1µs で記録した。なお，1 つの測線にて得られた波

形は超音波入力時間を基準とし，100 波を重ね合わせた

1 つの波形として処理を行った。 

2.4 超音波速度および超音波速度変化率の算出 

 超音波速度 Vはセンサ間距離 L（300mm，150mm），お

よび受信センサ検出波形の初動部から求めた到達時刻と

超音波発信時刻の時間差 Δtを用いて式(1)より算出した。 

𝑉 ൌ
𝐿
∆𝑡

 ሾ𝑚/𝑠ሿ (1) 

 また，超音波速度変化率は無応力時の超音波速度を基

準とした式(2)と応力作用直角方向の超音波速度を基準

とした式(3)より算出した。 
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ここに，V0：無応力時の超音波速度，Vi：作用応力 iN/mm2

時の超音波速度である。 
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ここに，VV：応力作用直角方向の超音波速度，VS：応力

作用方向の超音波速度である。 

 

3. クロス率と超音波速度の関係 

 図－2 に無応力時の供試体 P におけるクロス率と式(3)

から得られる載荷軸直角方向基準の超音波速度変化率の

関係を示す。図中には測線間隔をセンサ間距離 300mm で

水 セメント 細骨材 粗骨材 AE減水剤

20 8 40 4.5 42.4 172 430 710 988 2.150

単位量 (kg/m3)Gmax
(mm)

スランプ
(cm)

水セメント比
(%)

空気量
(%)

細骨材率
(%)

表－1 コンクリートの計画配合 

図－1 供試体概要 

(a) 無筋コンクリート（P） (b) 鉄筋コンクリート（RC2） (c) 鉄筋コンクリート（RC4） 

図－2 クロス率と超音波速度変化率の関係 
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は 10，20，30，50mm，センサ間距離 150mm では 10，

30，50mm とした結果を示す。なお，無応力状態では図

－1 の左右方向を載荷軸直角方向として扱う。ここで，

クロス率とは，図－3に示すように，2 方向の測線で囲ま

れる面積の最大値（センサ間距離 300mm では

300×300mm，センサ間距離 150mm では 150×150mm）に

対する 2 方向の測線が重なった面積の割合と定義する。

本研究では，クロス率を用いて，コンクリートの材質特

性の影響を低減するために必要な測線の配置方法につい

て検討を行う。図－2 より，両センサ間距離において，

すべての測線間隔でクロス率が高くなるにつれて，超音

波速度変化率の変動が小さくなり，超音波速度変化率が

0 に近づくことがわかる。これらの結果は，クロス率が

高くなることで粗骨材等のコンクリートの材質特性に起

因する測定値の変動が両方向で同程度となり，相互に打

ち消し合うためと考えられる。また，図－4 に無応力時

にクロス率 100%で測線間隔を変えて測定した供試体 P

における載荷軸方向および載荷軸直角方向の超音波速度

の変動係数を示す。図より，センサ間距離 300mm では，

軸方向の方が直角方向よりも変動係数が大きいが

150mm では逆となることがわかる。これは，軸および直

角方向における測線上の骨材の配置状況の違いが起因し

ていると推察されるが現段階では詳細は不明である。ま

た，センサ間距離 300mm の載荷軸方向では，測線間隔が

広く，測線本数が少なくなるにつれて変動係数がわずか

に大きくなることがわかる。一方，載荷軸直角方向およ

びセンサ間距離 150mm の測定では測線間隔の変化によ

らず変動係数は同程度となった。このことから，本供試

体においては，測線間隔および測線本数が超音波速度の

変動に及ぼす影響は小さいことが示された。ここで，コ

ンクリートはモルタルに比べ超音波速度の変動係数は 2

倍以上大きくなると報告されており 9)，粗骨材の偏在の

影響は大きいことがわかる。本手法の実橋梁への適用を

考慮すると，この影響を低減することが重要である。そ

のため，測線数を多くし変動係数を小さくすることが望

ましいことから測線間隔は 10mm が適切と考えられる。

以上から，本手法では，測線間隔を 10mm とし，クロス

率が 100%となる測線の設定方法が望ましいと考えられ

る。また，図－5 に無応力時に測線間隔 10mm のクロス

率 100%で測定した各供試体における載荷軸および載荷

軸直角方向の超音波速度の変動係数を示す。なお，後述

する理由により RC2 および RC4 は鉄筋付近の測線を除

去した結果も併せて示している。図より，300mm は

150mm に比べて概ね変動係数が小さいことがわかる。 

 

4. 測定面内の配筋が圧縮応力と超音波速度変化率の関

係に及ぼす影響 

4.1 鉄筋が超音波速度の測定値に及ぼす影響 

 ここでは，検出波形のうち初動部が鉄筋を経由する可

能性のあるセンサ間距離 300mm の測定値について，鉄

筋の伝搬有無について検討する。図－6 に RC2 および

RC4の載荷過程における載荷軸および載荷軸直角方向の

各測線の超音波速度を示す。図中には，黒線で 0N/mm2

時の 31 測線の超音波速度の平均値を示し，赤線で鉄筋

の位置を示している。図より，RC2 および RC4 の載荷軸

方向において，鉄筋近傍の測線の超音波速度は他測線と

同程度の値を示すことから超音波が鉄筋を経由した可能

性は低いと考えられる。一方，載荷軸直角方向において

は，両供試体とも鉄筋近傍の測線の超音波速度が他測線

よりも比較的高い値を示している。鉄筋直上の測線から

20mm 以内の測線の超音波速度は平均値よりも高いこと

から，これらの測線は鉄筋を伝搬したと考えられる。載

荷軸および載荷軸直角方向において，鉄筋経由の有無が

生じたのは，超音波測定面からのかぶりが載荷軸方向は

大きく，載荷軸直角方向は小さいことに起因すると推察

される。なお，RC4 の載荷軸直角方向では，12N/mm2時

に超音波速度が大きく低下しているが，この要因は 4.4

に示すようにひび割れの発生によるものと考えられる。 

4.2 載荷軸方向における圧縮応力と無応力基準の超音波

速度変化率の関係 

 図－7(a)に載荷軸方向における各供試体の圧縮応力と

超音波速度変化率の関係を載荷過程および除荷過程の線

形近似直線とともに示す。載荷過程は塗りつぶしのマー

カーおよび実線で，除荷過程は白抜きおよび点線で示す。

図－5 各水準の超音波速度の変動係数(測線間隔 10mm) 

図－4 各測線間隔の超音波速度の変動係数(供試体 P) 

図－3 クロス率の概念図 

 

- 1898 -



以降の図も同様の表記を用いる。超音波速度変化率は 31

測線（センサ間距離 300mm）および 16 測線（センサ間

距離 150mm）の超音波速度の平均値を用いて式(2)から算

出した。図より，全ての供試体および両センサ間距離に

おいて応力の増加に伴い超音波速度変化率は線形的に増

加し，応力の減少に伴い線形的に減少することがわかる。

また，供試体 P および RC2 の近似直線の傾き（音弾性定

数）はセンサ間距離によらず近い値を示した一方で，RC4

の音弾性定数は P および RC2 の約 1.5 倍の値となった。

ここで，音弾性定数の違いは超音波法による応力推定値

に影響するため，以降では同一条件下（配合，材齢，含

水状態等）での音弾性定数について考察する。 

4.3 載荷軸直角方向における圧縮応力と無応力基準の超

音波速度変化率の関係 

 図－7(b)に載荷軸直角方向における各供試体の圧縮応

力と式(2)から得られる超音波速度変化率の関係を載荷

過程および除荷過程の線形近似直線とともに示す。なお，

4.1 で超音波が鉄筋を経由した可能性が考えられる測線

を除いた結果も併せて示す。RC4 においては 12N/mm2 時

に超音波速度が大きく低下したことから載荷過程におけ

る近似直線は 8N/mm2 までの結果から算出した。図より，

各供試体において応力の増減に伴う超音波速度変化率の

変化が非常に小さく，載荷および除荷過程で音弾性定数

が 0 に近い値を示していることがわかる。載荷軸方向と

比較して音弾性定数が小さいことから載荷軸直角方向の

超音波速度の応力に対する感度は比較的小さいことがわ

かる。また，RC2 および RC4 における鉄筋経由の可能性

が考えられる測線の除去の有無による音弾性定数の違い

はほとんどなく，本供試体においては，載荷軸直角方向

の鉄筋が無応力基準の音弾性定数に及ぼす影響は小さい

と考えられる。 

4.4 応力ひずみ曲線 

 図－8 に，型枠底面と打込み面にそれぞれ 3 枚貼付し

たひずみゲージから取得した応力と縦ひずみの関係を示

す。なお，ここでは圧縮を正としている。載荷過程では，

供試体 RC4 のひずみが P および RC2 よりも載荷軸方向

図－6 RC2 および RC4 のセンサ間距離 300mm における各測線の超音波速度 

(b) RC4 (a) RC2 

図－7 圧縮応力と無応力基準の超音波速度変化率の関係 

(a) 載荷軸方向 

(b) 載荷軸直角方向 
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および載荷軸直角方向にて大きい値を示しており，供試

体の変形量が大きい結果となった。また，RC4 では，

12N/mm2時に引張ひずみが顕著に増加していることから，

ひび割れが発生したと推察される。なお，ひび割れは目

視不可能であった。 

4.5 センサ間距離 300mm における圧縮応力と載荷軸直角

方向基準の超音波速度変化率の関係 

 図－9 に各供試体のセンサ間距離 300mm における圧

縮応力と式(3)から得られる載荷軸直角方向基準の超音

波速度変化率の関係を載荷過程および除荷過程の線形近

似直線とともに示す。なお，ここでは鉄筋経由の可能性

がある測線も含めて考察する。また，RC4 はひび割れの

影響を除くために載荷過程 8N/mm2 までの結果のみ示す。

図より，全ての供試体において，圧縮応力と超音波速度

変化率は線形関係にあることがわかる。供試体 P および

RC2 は，載荷および除荷過程の音弾性定数は同程度の値

となることがわかる。また，載荷過程において，RC4 の

音弾性定数は P，RC2 よりも大きい値を示した。これは，

4.2の結果より RC4 の載荷軸方向の無応力基準の音弾性

定数が P，RC2 よりも大きいためと考えられる。 

4.6 鉄筋の影響を受ける測線を除去した載荷軸直角方向

基準の超音波速度変化率と圧縮応力の関係 

 図－10 にセンサ間距離 300mm を対象とし，RC2 およ

び RC4 における圧縮応力と鉄筋経由の可能性がある測

線を除去した場合の載荷軸直角方向基準の超音波速度変

化率の関係を，載荷過程および除荷過程の線形近似直線

とともに示す。ただし，RC4 についてはひび割れの影響

を除外するため，載荷過程における 8N/mm2 までの結果

のみを対象とした。測線の除去は，4.1に示したように，

載荷軸直角方向において鉄筋直上の測線から 20mm 以内

の測線を対象とした。図より，音弾性定数は図－9 に示

すRC2，RC4の音弾性定数と近い値となることがわかる。

また，近似直線の切片の値は図－9 に示す RC2，RC4 の

近似直線の切片の値よりも概ね 0 に近づくことがわかる。

これは，鉄筋経由により超音波速度が高い値を示した測

線を除去したことで，載荷軸方向および載荷軸直角方向

でコンクリートのみの超音波速度を対象としたことに起

因すると考えられる。以上のことから，本供試体におい

ては，鉄筋の影響を受ける載荷軸直角方向の測線の除去

が載荷軸直角方向基準の音弾性定数および無応力時の超

音波速度変化率に及ぼす影響は小さいことがわかった。

ただし，近年の PC 橋では，鉄筋間隔が 125mm 以下のよ

うに密になる場合があり，鉄筋経由の測線が増えること

でコンクリートのみを伝搬する測線数が減少し，音弾性

定数や無応力時の超音波速度変化率に影響を及ぼす可能

性が考えられる。また，実橋梁においては，継続的な圧

縮応力作用方向と直角方向にポアソン効果による引張力

が生じる可能性があること，およびその引張クリープの

影響も考えられることから，ひび割れ等の無い健全なコ

ンクリートのみを伝搬している可能性の低い鉄筋の影響

範囲にある測定結果は除去するほうが安全と考えられる。 

4.7 センサ間距離の違いが圧縮応力と載荷軸直角方向基

準の超音波速度変化率の関係に及ぼす影響 

 図－11 にセンサ間距離 300mm および 150mm の音弾

性定数を示す。なお，図－11中の音弾性定数においては，

鉄筋の影響を受けない測定結果を比較するために，セン

サ間距離 300mm は図－9 に示す供試体 P の音弾性定数

と図－10 に示す供試体 RC2 および RC4 の音弾性定数を

対象とした。図より，P および RC2，RC4 の音弾性定数

は，300mm よりも 150mm の方が大きく異なる値を示す

図－8 400×400mm の面の応力と縦ひずみの関係(圧縮:正) 

図－10 鉄筋経由の測線除去有の圧縮応力と載荷軸直

角方向基準の超音波速度変化率の関係(300mm) 

図－11 異なるセンサ間距離の音弾性定数 

図－9 300mm の圧縮応力と載荷軸直角方向基準の超

音波速度変化率の関係 
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ことがわかる。ここで，既往の研究 7)より，圧縮応力と

超音波速度変化率の関係における音弾性定数は，粗骨材

量や飽水度の違いによって変化することが報告されてい

る。本実験では，同一配合および同一の乾燥状態のコン

クリートを対象とした測定であるにもかかわらず，

150mm において音弾性定数が比較的大きく変化した。ま

た，図－5 から，センサ間距離 150mm では 300mm より

も各測線の超音波速度の変動係数が比較的大きいことが

確認された。さらに，圧縮応力の変化に伴う超音波速度

の変化は粗骨材周りの遷移帯の影響を大きく受ける 7)こ

とから，各測線中にできるだけ均一な量の粗骨材が配置

されることが望ましい。そのため，センサ間距離が比較

的長く測線数が多い方が粗骨材の偏りの影響などを抑え

られると考えられる。以上のことから，本研究ではセン

サ間距離 300mm，測線間隔 10mm とした測定が望ましい

と考えられる。 

 

5. まとめ 

本研究では，コンクリートの材質特性の影響を低減す

るために必要な測線の設定方法および鉄筋が圧縮応力と

超音波速度変化率の関係に及ぼす影響について検討した。

得られた知見を以下に示す。 

(1) 無応力状態のコンクリートにおいてクロス率を変

え超音波速度測定を行った結果，クロス率の増加お

よびそれに伴う測線数の増加により超音波速度変

化率の変動は小さくなり，0 に近づくことがわかっ

た。これは，コンクリートの材質特性に起因する測

定値の変動が両方向で同程度となり，相互に打ち消

し合うためと考えられる。以上のことから，本手法

では測線間隔を 10mm とし，クロス率 100%となる

測線の設定が望ましいと考えられる。 

(2) 載荷軸方向および載荷軸直角方向に配置された鉄

筋の影響について検討した結果，本供試体では圧縮

応力と無応力基準の超音波速度変化率の関係に鉄

筋が及ぼす影響は小さいことがわかった。これは，

載荷軸方向では鉄筋を経由する測線が存在しない

こと，ならびに載荷軸直角方向では応力変化に伴う

コンクリートの超音波速度変化率の変化が非常に

小さいことに起因すると考えられる。また，圧縮応

力と載荷軸直角方向基準の超音波速度変化率の関

係から，鉄筋の影響を受ける載荷軸直角方向の測線

の除去が載荷軸直角方向基準の音弾性定数および

無応力時の超音波速度変化率に及ぼす影響は小さ

いことがわかった。 

(3) センサ間距離 150mm および 300mm を用いて載荷

実験を行った結果，圧縮応力と超音波速度変化率の

関係から得られる各供試体の音弾性定数は 300mm

よりも 150mm の方が大きく異なる値を示した。ま

た，無応力時における各測線の超音波速度の変動係

数は 300mm の方が 150mm よりも小さくなること

が確認された。これらのことから，本研究では，セ

ンサ間距離 300mm を用いる測定が望ましいと考え

られる。 
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